































































































































limitation on assessment：以下、査定期間とする）」が開始し、IRS は原則として三年以内に、当該
申告書に係る納税義務（税額）を“査定”という行為形式でもって「確定」せねばならず（§６５０１（a））、
もしこの期間を徒過した場合には、もはや IRS は当該租税を適法に徴収しえなくなる３０。




納税申告書の類型としては、個人所得税申告書（individual income tax returns）、法人所得税申
告書（corporation income tax returns）、パートナーシップ申告書（partnership returns）、遺産税申告




























プや S 法人３２に関するもの（Subpart A：１８種類）をはじめとして、②売買等に係る対価支払いに
関するもの（Subpart B：２７種類）、③被用者への賃金支払いに関するもの（Subpart C：３種類）、
④年金等に関するもの（Subpart E：３種類）、⑤申告準備者（return preparer）に関するもの（Sub-

















































































納税申告書は、原則として、後述の IRS の各キャンパスへの「到着日（date of delivery）」に提
出されたものとみなされる４９。もっともこの例外として、納税者が上掲の法定申告期限日前に郵
送していれば、たとえ IRS の各キャンパスへの到着が遅延したとしても、期限日前に提出した
ものとみなされるという規定――「適時郵送、適時提出（timely mailed, timely filed）」ルールな




































所得税を始めとしたほとんどの申告書その他の IRS への提出文書は、具体的には、IRS の各キ
ャンパス（Campus）に対して提出される（所得税につき、§６０９１（b）; Reg.§１.６０９１‐２）。ちなみに、この
キャンパスは、１９９８年の IRS 再編改革法以前の組織体制下では、サービスセンタ （ーService Cen-
ter）と呼ばれていた組織であり、２００２年以降、Andover Campus, Atlanta Campus, Austin Compliance-
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（１） ９
Campus, Brookhaven Campus, Fresno Campus, Kansas City Campus, Memphis Campus, Philadelphia









































































































理するかどうかは、IRS の裁量の問題であるとされる（Rev. Rul.８３‐３６,１９８３‐１C. B.３５８）。この点、



































































IRS の事業実施組織は、１９９８年の IRS 再編改革法の制定により、従来の「地理的」な編成から、
「納税者類型」ごとの編成へと様変わりした８５。すなわち、民間セクターの事業が customer needs





し、さらにその上の本庁（ワシントン D. C. 所在）が監督するという体制であった８６。
これに対し１９９８年の改革後は、IRS 本庁のもと、賃金・投資部門（Wage and Investment : W&I）８７、
小企業・自営業部門（Small Business and Self-Employed : SB／SE）８８、大企業・中企業部門（Large





































































の類型（tax examiner・tax auditor・revenue agent）１０３をも踏まえつつ紹介する。
第一項 書簡調査（correspondence examination／audit）
書簡調査１０４は、書簡のやり取りを通じ解決しうるような、一つか二つの争点につき採られる調
査手法であり、主として各キャンパスの tax examiner によって実施される調査である（IRM４.１０.３.１
６.１（０３‐０１‐２００３）；４.１.５.９.１（０５‐１９‐１９９９）４）。もっとも、複雑な争点が絡んでいる場合には、所轄税務署
















告通知：Notice of Underreported Income（書式 CP‐２０００）」が機械的に郵送されている１０５。
第二項 署内調査（office examination／audit）
署内調査は、おもに納税者の住所近辺の税務署で実施される調査手法であって（Reg.§６０１.１０５（b）
（２）（ii）; IRM４.１０.２.７.６（０５‐１４‐１９９９）１）、一般に tax examiner よりも高い税務会計等の専門知識を備え
た tax auditor が担当する１０６１０７。もっとも、規模の大きい案件に関しては、同じ税務署の中でも、








al contact letter）を送付する（IRM４.１０.２.７.３（０５‐１４‐１９９９）２）。なお IRS には、このコンタクトレターを
自動的に送付し、かつ、アポイントメントをめぐる納税者との間での書簡を通じたやりとりを機
械的に処理するための「集中送付・日程調整（Centralized Files and Scheduling）」システムが備え
られている（IRM４.１.６.５（０５‐１９‐１９９９）１）。
ついで面接の具体的な態様であるが１０９、実際に調査にあたる tax auditor が、どの納税者の面接
を担当するのかについては、当該納税者からの返事を受けて、又は、さらに遅い場合には面接実
施日前日や当日に決定されるので、現場の tax auditor は割り当てられた調査案件に通暁していな











税者に対し実施されるものであって、所轄税務署の revenue agent が、その住所や事業所等へ直
接赴き、その申告書上の処理の裏付けとなる帳簿記録等を調査する手法である（Reg.§６０１.１０５（b）
（３）; IRM４.１０.２.７.６（０５‐１４‐１９９９）２）。
まず、実地調査を主として担当する revenue agent と、先に紹介した、署内調査を主として担
当する tax auditor との違いであるが１１３、一般に tax auditor は、IRS での研修や実務経験を通じ、




この revenue agent が、実地調査の実施に踏み切るにあたっては、以下のような事前分析（pre-
contact analysis）をしておく必要がある。
第一に、仕分け官により選定された申告書を、自己の上司である「統括係官（team manager）」１１５
を介して割り当てられた revenue agent は、その申告書に、「普通でない大きな額の疑問の余地





この判断に際して、revenue agent は、tax examiner や tax auditor とは異なって、チェックシート上
にはない争点であっても随意に問題にしうる（IRM４.１.５.１（０５‐１９‐１９９９）７）。


































出要求（Information Document Request : IDR）」や、納税者に保障されている権利を解説する「納













































（２） 全米調査プログラム（National Research Program : NRP）
本プログラム（IRM４.２２）は１２６、DIF システムの基礎となる“極秘の”数学的定式を作り上げるた
めの統計調査であり、従来実施されてきた「納税遵守水準計測プログラム（Taxpayer Compliance









（３） 産業別専門プログラム（Industry Specialization Program : ISP）
本プログラム（IRM４.１０.７.２.１５.５（０５‐１４‐１９９９））１２７は、全米で代表的な各産業部門において、共通し




































































定期間を“期限付きで”延長することを認める、「査定期間の延長同意（Consent to Extend the Time
to Assess Tax）」（書式８７２）と、“無期限に”査定期間を延長することを認める、「査定期間の



































































































































































































and Midsize Operating Unit）、小企業・自営業・非課税・政府主体不服審査部局（Appeals Small
Business and Self-Employed, Tax-Exempt／Government Entities Operating Unit）、賃金・投資不服審査









との間でなされる、“不服審査官の独立性を毀損すると思われる限りでの（to the extent that such



















き IRS 側の訴訟代理人となった地区法律顧問官（Area Counsel）は、法廷での正式事実審理（trial）
を開始する前に、いったん事件を不服審査部に差し戻し、協議を行うように指示するのであるが、
この不服審査のことを、租税裁に係属している段階での不服審査ということから、「係属後不服








































































































































































































malfeasance, concealment or misrepresentation of material fact, an important mistake in mathematical cal-
culation, or such other circumstances that indicates that failure to take such action would be a serious ad-
ministrative omission）」に限るものとされている（IRM１.２.１.８.７（Approved ０４‐１３‐１９７３）P‐８‐５０,３）。また














ついで IRS も、原則として８７０‐AD による和解決着がなされた場合には、当該納税者に係る事
件を蒸し返さないこととしているが、例外的に、納税者との和解にあたって「詐欺、不正行為、
重大な事実の隠匿や虚偽表示、さらには重大な計数上の誤りがある場合（fraud, malfeasance, con-
































別に応じ、「書式８６６（納税義務の終局決定に関する合意；Agreement as to Final Determination of
Tax Liability）」（IRM８.１３.１.２.１（０５‐０３‐２００１））と、「書式９０６（特定事項についての終局決定に係る終
結合意；Closing Agreement on Final Determination Covering Specific Matters）」（IRM８.１３.１.２.２（０５‐０３‐２
００１）１）との二種がある（IRM８.８.１.３（１２‐１８‐２００１）１；８.１３.１.１.１（０５‐０３‐２００１）１０）。
終結合意が締結されるためには、その締結を申請する納税者が、その締結につき「正当かつ十




























補節 代替的紛争解決（Alternative Dispute Resolution : ADR）
行政紛争における代替的紛争解決手続、すなわち訴訟によらない紛争解決手続の導入を促進す































（３） 集中争点解決（Accelerated Issue Resolution : AIR）
本プログラムは、大企業・中企業納税者の調査において、複数課税年度にわたって同一ないし
同様の争点が問題となっている場合に、それらの課税年度をも含め一括して調査を実施し、和解





































（６） 申告前合意（Pre-Filing Agreement : PFA）
















定しておく制度として letter rulings２４４があるが、letter rulings が納税者による取引実施前に申請さ
れるのに対し申告前合意は納税者の取引終了後に申請される点、また letter rulings が IRS 本庁に
より出される点にも留意せねばならない２４５。





























































































































































































執筆）では、「フォーム８７０」――正式名称 Waiver of Restriction on Assessment and Collection of Deficiency in Tax and
Acceptance of Overassessment――を「更正処分同意書」と言及されている。この言及が、本書式の略称としてしば































る現行の課税処分手続の一考察（下）：Termination Assessment 及び Jeopardy Assessment の手続と納税者の権利救済
を中心に」法律論叢６３巻１号６７頁以下（１９９１年）とともに、先行紹介業績として大いに参照させていただいた。も



































そのほか主要な参考文献として予め挙げておくと、ケースブックではあるが、Leandra Lederman & Stephen W.
Mazza, Tax Controversies : Practice and Procedure,２nd ed.２００２や、Camilla E. Watson & Brookes D. Billman, Jr., Federal
Tax Practice and Procedure : Cases, Materials and Problems,２００４を参照したほか、近時の IRS の動向をも踏まえた専
門書として、Susan A. Berson, Federal Tax Litigation,２００４（originally published２００１）も参照。同様に専門書として、
Gerald A. Kafka & Rita A. Cavanagh, Litigation of Federal Civil Tax Controversies,２nd ed.,１９９７や、若干古いが、Paula
M. Junghans & Joyce K. Becker, Federal Tax Litigation : Civil Practice and Procedure,２nd ed.,１９９２も参照した。また、
アメリカ連邦税務行政過程の各手続制度をコンパクトにまとめ論ずる概説書として、Patricia T. Morgan, Tax Proce-
dure and Tax Fraud, ２nd ed.,１９９８も有用であり参照した。
さらに、連邦税確定手続に関する全般的な“流れ”を簡潔にまとめて叙述しているものとして、Susan Berson,
Disputing an IRS Assessment : An Overview,５５J. Mo. B.１４３（１９９９）や、Mervyn S. Gerson et al., Dealing with Tax Dis-
putes, Hawaii Bar Journal（July,１９９８）も参照。
なお、以上挙げた文献では十分にフォローしきれていない最新の法状況も含め、IRS のホームページも適宜参
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６１，２００５４８






http : ／／straylight.law.cornell.edu／uscode／html／uscode２６／usc_sup_０１_２６. html（last visited Aug.２８,２００５）
【財務省規則（Treasury Regulation）】
http : ／／ecfr.gpoaccess.gov／cgi／t／text／text-idx?&c=ecfr&tpl=／ecfrbrowse／Title２６／２６tab_０２. tpl（last visited Aug.２８,２００５）
【内国歳入マニュアル（Internal Revenue Manual）】
http : ／／www.irs.gov／irm／（last visited Aug.２８,２００５）
【租税裁判所規則（Tax Court Rules of Practice and Procedure）】
http : ／／www.ustaxcourt.gov／notice.htm（last visited Aug.２８,２００５）
【書式及び公報（Forms and Publications）】






























３３See Saltzman, Ch.４, at１３‐１４.
３４なお、源泉徴収票（書式 W‐２や書式１０９９等）の情報と納税者の申告情報とをコンピューターを通じて自動的に突合
せ、未申告や過少申告を探知するプログラムとして、「情報申告書プログラム（Information Returns Program）」が
ある。See IRM４.１.５.８（０５‐１９‐１９９９）. See also Saltzman,¶８.０４［３］.
３５「納税者識別番号（taxpayer identification number）」には、主として三種類のものがある。すなわち、一般個人向
けの「社会保障番号（social security numbers）」、外国人向けの「IRS 個人納税者識別番号（IRS individual taxpayer iden-






















“tax protester（納税拒否者）”と呼び、“tax shelter（租税回避商品）”問題とともに、IRS にとって「頭の痛い」問題
となっている。
なお IRS は、ホームページ上で、後述のような、典型的なタックス・プロテスターの「主張」を取り上げたう
えで、判例や制定法に依拠しながら、逐一反論を展開している。See http : ／／www.irs.gov／businesses／small／article／




課題とする。このような観点も踏まえ、タックス・プロテスター問題を論ずる文献として、See e.g., Martha B. Bris-
sette, Tax Protest and Tax Reform : A Chapter in the History of the American Political Process,５Journal of Law & Poli-
tics１８７（１９８８）；Marjorie E. Kornhauser, Legitimacy and the Right of Revolution : The Role of Tax Protests and Anti-Tax
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６１，２００５５０











てきてはいない。そのほかの「主張」も含め、詳しくは、See Christopher S. Jackson, The Inane Gospel of Tax Protest :





４７See e.g., Bernard Sommer v. Commissioner,４５T. C. M.１２７１（１９８３）.
４８このほかの申告書の提出時期に関しては、See§６０７２.
４９See e.g., United States v. Lombard,２４１U. S.７３（１９１６）.
５０See Watson & Billman, at２２８.
５１なお、この「適時郵送、適時提出」ルールは、１９９６年の第二次納税者権利章典（Taxpayer Bill of Rights２）の改正
により指定民間運送機関による郵送に対しても適用されることになった（§７５０２（f））。この指定民間運送機関とし
て、Notice９７‐５０,１９９７‐２C.B.３０５では、「Airborne Express」、「DHL Worldwide Express」、「Federal Express」、「United
Parcel Service」の４社が挙げられている。
５２もっとも、異なった見解に立つ裁判例もある。See Eastman Mach. Co. v. United States,８４１F.２d４６９（２nd Cir.１９８８）
（IRS には法定申告期限日後であっても、納税者による申告書提出期限の延長申請を受理する「黙示の」裁量権限
が法律上認められているものとした事例）。










５８See Lederman & Mazza, at７１.














６０See Berson,§１.０３［１］［a］.なお、申告書を提出すべきキャンパスを簡易に検索できるものとして、See http : ／／www.
irs. gov／file／index. html（last visited Aug.２８,２００５）.
６１See Berson, §１.０３［１］［b］.
６２See Saltzman, Ch.４. at４７.
６３なお近年、新たな納付方法として、従来の小切手（check）のほかにも、クレジットカード（credit card）やデビット
カード（debit card）等による納付方法が認められるようになってきている。See§６３１１；Reg.§３０１.６３１１‐２.
６４以下の説明に関しては、Saltzman,¶４.０２［１］［a］や Watson & Billman, at２２６のほか、See also IRS Office of Chief
Counsel Notice, Application of Failure to Pay Addition to Tax Returns Prepared Under I . R . C .§6020（b）, N（３５）０００
‐１６９（Nov.１６,１９９９）；General Accounting Office（GAO）, Internal Revenue Service : Preparing Substitute for Returns for
Individuals, B‐２８４５２４（Feb.１７,２０００）；Bryan E. Gates, The IRM Addresses Nonfiling Taxpayers ,２７Tax Prac.３９７（２０００）.
また代替申告書に係る近時の（２００４年）手続改正に関しては、See IRS Chief Counsel Announces Litigation Position
on Preparing Substitute Returns,２００４TNT１７‐５.さらに、本稿執筆途中に出された、２００５年７月１８日付けの財務省暫
定規則（Reg.§３０１.６０２０‐１T）において、代替申告書の成立要件の明確化や、代替申告書作成にあたっての職員によ




































その他、代替申告書の「申告書」性に関する議論として、See Burgess J. W. Raby & William L. Raby, When the Re-
turn Has Not Been Filed ,９６Tax Notes１３７１（２００２）.
７０前掲注（６８）の Millsap 判決の事案が典型的であろう。See also e.g. The Ongoing Debate Over Discharges for IRS-
Filed ’Returns’ ,６２Tax Notes８９５,８９６（１９９４）；GAO Report supra note６４at５,８.








手続」税法学４７７号（１９９０年）１頁～４頁において紹介がある。See also e.g., Saltzman,¶４.０３［３］；Lederman & Mazza,




７７See Saltzman,¶１０.０３［１］［b］; Kafka & Cavanagh,¶３.０３［２］.
















See e.g., Bryan T. Camp, The Cost of CDP ,１０５Tax Notes１４４５,１４４７‐１４４８（２００４）.この裁判例も含め、CDP をめぐる
近時の実務・判例・学説の動向に関しては、別途、研究する予定である。
８０See e.g., Kenneth L. Harris, On Requiring the Correction of Error Under the Federal Tax Law ,４２Tax Law.５１５（１９８
９）；Judson L. Temple, Rethinking Imposition of a Legal Duty to Correct Material Tax Return Errors ,７６Neb. L. Rev.
２２３（１９９７）.
８１なおこの場合、還付請求期間との関係で、納税者は、当初の申告書提出日から３年以内、又は、申告税額納付日





するものとして、See e.g., Sheldon D. Pollack, What Obligations Do Taxpayers and Preparers Have to Correct Errors



























頁以下（２００２年）等がある。See also e.g., Saltzman,¶８.０２；Lederman & Mazza,§１.０３；Berson,§１.０３A ; Watson &
Billman, Ch.１.Ⅱ.A ; Charles O. Rossotti, Modernizing the IRS ,５３Admin. L. Rev.６１５（２００１）；Bert Concklinn et al.,
Developments in the Reorganization of the Internal Revenue Service,５３Admin. L. Rev.６２７（２００１）.さらに、これら文












関わる統計数字は See http : ／／www.irs.gov／newsroom／article／０,,id＝９８１５９,００.html（last visited Aug.２８,２００５）
８８メリーランド州、ラナム（Lanham）に部門本部が所在。資産総額１,０００万ドル以下の事業者（法人及びパートナーシ
ップ）を対象。およそ４,５００万人が申告納税義務者。５つの部局からなる。すなわち、①調査部局、②徴収部局、
５つのキャンパスを監督する役割を持った③納税遵守キャンパス事業（Compliance Services Campus Operation）部局、
雇用税・消費税・贈与税・遺産税・国際課税に係る④特殊課税（Specialty Taxes）部局、⑤納税者意思疎通・啓発

















９３See Lederman & Mazza, at７. See also Saltzman,¶１.０２［５］.
９４See Saltzman, Ch.８. at１４.























９７以下本節の叙述につき、See Saltzman,¶８.０３；Berson,§１.０３［２］；Lederman & Mazza, at９４；Junghans & Becker,¶
１.０２［２］［a］; Morgan,§４.１.１；Watson & Billman, Ch.３.Ⅱ. A.１.
９８DLN につき詳しくは、See Saltzman,¶１４.０３［２］.
９９もっとも、じゅうらい「Martinsburg Computer Center（MCC）」と呼ばれていた本施設は、現在、「Enterprise Com-





















１０４以下本項の叙述は、See Saltzman,¶¶８.０４［４］,８.０５［１］；Lederman & Mazza, at９５；Berson,§１.０４［１］；Morgan, at
５４；Watson & Billman, at２４３.
１０５「書式 CP‐２０００」の解説として、See http : ／／www.irs.gov／taxtopics／tc６５２.html（last visited Aug.２８,２００５）.さらに
詳細に関しては、See also IRM４.１９.２.
１０６以下本項の叙述は、See Saltzman,¶８.０５；Berson,§１.０４［３］；Lederman & Mazza, at９５；Morgan, at５４；Junghans
& Becker,¶１.０４［１］；Watson & Billman, at２４３.







１１２以下本項の叙述は、See Saltzman,¶¶８.０６‐７；Lederman & Mazza, at９５；Junghans & Becker,¶¶１.０４［２］‐［４］；Ber-
son,§１.０４［３］；Morgan,§§４.１.２‐３；Watson & Billman, at２４３‐２４４.
１１３調査案件についての一般的な両者への振り分け基準として、See IRM４.１.５.１（０５‐１９‐１９９９）６.
１１４See Berson,§１.０４［３］［a］.また、ツジモト＝川田・前掲注（８４）、１１４頁～１１５頁も参照。さらに revenue agent は、
その専門技能の程度に応じて三種類に区別可能であると指摘するものとして、See also George Guttman, Should
Budget Limits Promote IRS To‘Blend’Audit and Collections,７０Tax Notes６５０,６５０‐６５１（１９９６）.
１１５ここで言う「統括係官（team manager）」は、１９９８年法改正前は、group manager と呼ばれていた役職であって、





















１２６本プログラムにつき、See e.g., Saltzman,¶８.０３［２］［b］; Berson,§１.０４［２］; Watson & Billman, at２４１. See also e.g.,
George Guttman, IRS Moving Ahead on Taxpayer Compliance Survey ,９５Tax Notes８３３（２００２）；Robert E. Brown &
Mark J. Mazur, The National Reserch Program : Measuring Taxpayer Compliance Comprehensively,５１Kan. L. Rev.１２５
５（２００３）.
１２７本プログラムについては、See Saltzman,¶８.０９［１］；Berson,§１.０４［５］；Lederman & Mazza, at９５‐９６; Watson &
Billman, at２９７.なお本プログラムは、現在「調整対象争点調査（Compliance Coordinated Issues）」プログラムと呼ば
れているようである。See http : ／／www.irs.gov／individuals／article／０,,id＝１０８６５５,００.html（last visited Aug.２８,２００５）
１２８本プログラムに類似する制度として、「産業別争点解決（Industry Issue Resolution : IIR）」プログラムがある。See
George Guttman, A Closer Look at the Industry Issue Resolution Program,９０Tax Notes１７６９,１７６９（２００１）；Berson,§１.
０３A［２］［c］. 詳細に関しては、See also IRM７.４０.１. さらに IRS のホームページ http : ／／www.irs.gov／businesses／article
／０,,id＝１０９６４５,００.html（last visited Aug.２８,２００５）にも紹介がある。.
１２９IRS のホームページ上では、およそ９０種類の paper が公開されている。See http : ／／www.irs.gov／businesses／article
／０,,id＝９６４４５,００.html（last visited Aug.２８,２００５）
１３０本プログラムにつき、See Saltzman,¶８.０９［２］；Berson,§１.０４［６］.もっとも現在、本プログラムの正式名称は、
「専門分野別調査（Examination Specialization : ES）」というようである。See IRM１.４.４０.７.２（０８‐０１‐２００３）；４.２８.１.
１３１See http : ／／www.irs.gov／businesses／small／article／０,,id＝１０８１４９,００.html#C（last visited Aug.２８,２００５）
１３２See http : ／／www.irs.gov／businesses／article／０,,id＝１０３６１８,００.html（last visited Aug.２８,２００５）. See also Amy Hamilton,






１３５なお従前において、本プログラムは、“協同調査プログラム（Coodinated Examination Program : CEP）”と呼ばれ
ていたものである。See Saltzman,¶８.１５；Watson & Billman, at２９７.さらに、八田・前掲注（８４）、３８頁以下参照。
１３６See Saltzman, Ch.８. at１‐２６；Watson & Billman, at２９７.
１３７以下本節の叙述は、See Saltzman,¶¶８.０８［３］；５.０３［４］［a］; Berson,§１.０４［１１］；Junghans & Becker,¶１.０６［２］［a］;
















１４３See e.g., Fredericks v. Commissioner,１２６F.３d４３３（３d Cir.１９９７）. 以下、若干詳しく紹介しよう。
原告は、１９７７年度の連邦所得税申告書につき、「１９８０年」に、いったん「書式８７２‐A（本文後述：無期限延長同







































１４５See Morgan, at８１；Lederman & Mazza, at２４９.
１４６See Lederman & Mazza, at２４９；Junghans & Becker, at１‐１９；Berson, at１‐６９.








１５０署内調査につき、See IRM４.１０.７.５.２（０５‐１４‐１９９９）１. 実地調査につき、See IRM４.１０.７.５.３（０５‐１４‐１９９９）１.
１５１実務では、担当調査官は、ある争点の解決につき納税者から譲歩を受けるかわりに、他の潜在的に納税者にと
って不利な争点の主張を差し控えるというかたちで、課税要件事実認定をするようである。See Stein, infra note１５
３, at１６７６. See IRM４.１０.７.４（０５‐１４‐１９９９）２. さらに、こういった担当調査官による課税要件事実認定に当たっての
留意事項として、詳しくは、See IRM４.１０.７.４（０５‐１４‐１９９９）.
１５２See Lederman & Mazza, at１８３；Berson,§１.０４［１２］［a］.
１５３以下本節の叙述については、See Saltzman,¶¶８.１２‐１４；Junghans & Becker,¶¶１.０８,１０；Lederman & Mazza,§４.０
２［B］; Morgan,§４.２；Berson,§１.０４［１２］；Watson & Billman, Ch.３.Ⅲ.D. See also Ronald A. Stein, Settling with the
IRS : The Importance of Procedure,１０７Tax Notes１６７５,１６７６‐１６７７（２００５）





















See Saltzman, Ch.８. at１５.さらに詳しくは、See also Saltzman,¶８.１３［２］.アメリカ税務行政における「内部監査」の
あり方として比較法上も興味深いが、今後の研究課題とする。








本委員会は、「上院財政委員会（Committee on Finance of the Senate）」ならびに「下院歳入委員会（Committee on Ways






















ものとして、「公報３４９８：The Examination Process」が挙げられている。See IRM４.１０.８.１０.６（０６‐１０‐２００５）１. C.






１６９See Saltzman, Ch.８. at１１４‐１１５.












See Lederman & Mazza, at９３.なお、２００１年財政年度までのアメリカの調査実施率の推移に関しては、望月・前掲注
（１８）、３５頁～４０頁参照。





son & Billman, at２３９.
もっとも、“法人”の調査実施率に関しては、一定の注意が必要である。というのも、５,０００万ドル超の収入の
ある大企業納税者総数のうち、９０％近くが何らかの形で毎年 IRS により調査を実施されているとの指摘があるか



































１７８以下本節の叙述につき、See Saltzman,¶¶９.０１‐０２；Lederman & Mazza,§４.０２［C］［１］；Berson,§１.０７［１］；Morgan,
at６０‐６１；Junghans & Becker,¶¶１.１４［１］,［２］；Watson & Billman, at３０９‐３１０. See also David M. Fogel, The Inside











の不服審査の状況」租税研究５０５号５５頁以下（１９９１年）参照。さらに、アーンストアンドヤング LLP 編『Q&A 米国
の税務ガイドブック』（中央経済社、２００４年）９頁以下も有益である。
１８１租税事件に関する不服審査制度が１７８９年の制定法にまでさかのぼることにつき、See Saltzman, Ch.９at４, note１.








す（§７８０３（b）（１））。具体的な任務として、IRS 長官その他の IRS 職員に法的助言を与えることのほか、revenue rul-
ings 等の行政規則の作成や見直しに際して法的意見を述べること、IRS に関わる法律・条約・規則・大統領命令等
の準備や支援等をすること、租税裁判所での IRS 長官の訴訟代理人となること、IRS の租税に係る民事訴訟の提
起につき決定し、司法省へ当該訴訟提起を勧告すること等が挙げられる（§７８０３（b）（２））。
さらに詳しい任務規定として、See also IRM１.１.６.１（０２‐２６‐１９９９）２.なお組織上は、この首席法律顧問官を頂点に、









なお、１９９８年の IRS 抜本組織再編前において、ここで言う「Division Counsel」は「Regional Counsel」と、「Area
Counsel」は「District Counsel」と呼ばれていたことにつき、See Lederman & Mazza, at６note６.そのほか法律顧問
官制度に関しては、See Berson,§１.０３A［６］；Saltzman,¶１.０２［４］［a］.
１８５See Saltzman, Ch.９at３２.さらに本規定制定以前の、担当不服審査官と担当調査官や担当法律顧問官との間の片面
的接触の実態につき、See Curt Rubin, The New Ex Parte Rule and Its Impact on IRS Appeals,８３Tax Notes４１７（１９９９）.
１８６したがって逆に言うと、不服審査官の独立性を毀損すると思われ“ない”ような片面的接触であれば許される
ことになる。See Lederman & Mazza, at１９０.この許容される接触に関して、IRM Exhibit８.１.１‐１（０２‐０１‐２００３）section
３が詳細に規定する。
例えば、不服審査部職員の間での特定事件に関する話し合いや、担当調査官が不服審査部に事件を係属させる
ため納税者に係る一件ファイルを移送すること等は認められる。See ibid , Q&A３,４.これに対して、担当不服審査
官と担当調査官とが、係争中の納税者の主張事実の重要性、あるいは、納税者が依拠する法解釈に関する評価等
をめぐって当該納税者の関与なく協議することは認められない。See ibid , Q&A５.そのほか片面的接触に関する説






１８７以下本節の叙述に関しては、See Saltzman,¶９.０３［３］［c］; Lederman & Mazza,§４.０２［３］；Junghans & Becker,¶１.１４








１８９See Saltzman,¶９.０５［１］.同様の議論につき、See also Junghans & Becker,¶１.１４［５］；Lederman & Mazza, at１９８‐１９９,
７９３.






転送される。See Fogel, supra note１７８, at１５０３.
１９４前掲注（１８８）参照。
１９５See Saltzman, Ch.９at６０；Junghans & Becker,¶１.１４［６］.ちなみに、ツジモト＝川田・前掲注（８４）、１１４頁で、ツジ
モト氏は不服審査官の９９％が元調査官である旨を指摘されている。














“戦術面”におけるデメリットを指摘するものとして、See Fogel, supra note１７８, at１５０５.
２００以下本項の記述は、See Saltzman,¶９.０７［１］；Berson,§１.０７［６］.
２０１See Saltzman, Ch.９at６６‐６７.
２０２revenue rulings とは、IRS 本庁がある租税法規の公定解釈を告示するために用いる行政規則形式である。石村・
前掲注（２２）、７５頁参照。
２０３See Saltzman, Ch.９at６７.ただし、担当不服審査官が特定の争点につき IRS のとっている立場と相反する形で、













２０４首席法律顧問官事務所の出す「判決所見（Action on Decision）」の問題である。See IRM４.１０.７.２.９.８.１（０５‐１４‐１９９
９）；３６.３. 解説として、石村・前掲注（２２）、７９頁～８０頁参照。
２０５なお本項で用いる、和解の「内容／形式」に基づく分類整理は、筆者によるものである。
２０６以下の内容的分類に関する叙述は、See Saltzman,¶９.０７［３］；Lederman & Mazza,§４.０２［５］；Berson,§１.０７［５］［b］.
２０７See Fogel supra note１７８, at１５０４.

























２１７以下本文２（１）の叙述に関しては、See Saltzman,¶９.０８；Junghans & Becker,¶¶１.１５［１］‐［２］；Lederman & Mazza,
§４.０２［７］；Morgan,§§４.４.１‐２；Watson & Billman,Ch.４.I.B ; Stein supra note１５３, at １６７７‐１６８１. See also William M.
Sharp, Sr., et al, Settling IRS Examinations and Tax Court Cases,９６Tax Notes２３５,２３９‐２４０（２００２）.








































に議論しているものとして、See Saltzman, Ch.９, at７８‐８２. See also Burgess J. W. Raby & William L. Raby, The Final-











２２４以下２（２）にかかる記述は、See Saltzman,¶９.０９；Lederman & Mazza,§４.０３；Junghans & Becker,¶１.１５［３］；Mor-
gan,§４.４.３；Watson & Billman Ch.３. IV. E.２；Sharp, supra note２１７, at２４０‐２４２；Stein supra note１５３, at１６８１‐１６８２.
２２５終結合意締結権者は、内国歳入法典上、財務長官であるが（§７１２１）、IRS 長官に委任されている。See§３０１.７１２







して、See e.g., Perry v. Page,６７F.２d６３５,６３６（１st Cir.１９３３）.




















て、See Burgess J. W. Raby & William L. Raby, Dangers in Written Agreements With the IRS ,９３Tax Notes１７３３（２００１）.
なお同様の議論は、前述の査定期間の延長同意をめぐってもなされている。See John A. Townsent & Lawrence R.
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６１，２００５６８











man & Mazza,§４.０２［６］、さらには Stein supra note１５３, at１６９０‐１６９２のほかにも、See also e.g., Joni Larson, The IRS’s
Push Towards Settlement : New Programs Provide Opportunities for Resolving Disagreements ,８３MI Bar Jnl.３４（２００
４）；Trevor Wetherington & Vincent Canciello, Settling with the IRS : New Avenues Expedite Conflict Resolution ,８０MI
Bar Jnl４８（２００１）；John M. Beehler, IRS Alternative Dispute Resolution Initiatives , The Tax Adviser（Feb,２０００）；Tho-
mas Carter Louthan & Steven C. Wrappe, Building a Better Resolution : Adapting IRS Procedures to Fit the Dispute ,１３
Tax Notes Int'l１４７３（１９９６）.

















プログラムと類似の仕組みとして、小企業・自営業部門では、「ファスト・トラック調停（Fast Track Mediation :
FTM）」――３０～４０日以内での決着を目指す――が実施されている。See Rev. Proc.２００３‐４１,２００３‐２５IRB１０４７. See
also Berson,§１.０７［８］［b］.ただし FTM では、FTS と異なり、不服審査官は「訴訟になったときの危険」基準を考
慮した和解案提示をできない等の相違点もある。もっとも、近時、小企業・自営業部門での FTS が正面から認め





２４２See Berson,§１.０３A［２］［d］.２００４年に PFA の制度改正（See Rev. Proc.２００５‐１２,２００５‐２IRB３１１）があったが、この
改正の意義については、See Cym H. Lowell & Mark R. Martin, U . S . IRS Expands Prefiling Agreement Program : Po-






２４５See Beehler, supra note２３４, at１１８.
２４６See Notice２０００‐４３,２０００‐３５IRB２０９；Notice２００１‐１３,２００１‐６IRB５１４. See also Berson,§１.０３A［２］［b］.
２４７See Berson,§１.０３A［２］［b］［ii］.
２４８See IR‐２０００‐４２（June２７,２０００）.See also Saltzman,¶９.０４［４］；Berson,§１.０３A［２］［e］.
２４９See Berson,§１.０３A［２］［e］［iii］.
２５０仲裁及び調停に関する先行紹介として、八田・前掲注（２３４）、８３頁以下があるほか、望月・前掲注（８５）、２００２年
論文、３７頁以下もある。See also e.g., Saltzman,¶¶９.０４［２］［３］；Berson,§§１.０７［８］［a］,［c］: Gregory P. Mathews, Us-
ing Negotiation, Mediation, and Arbitration to Resolve IRS-Taxpayer Disputes,３８Ohio St. J. on Disp. Resol.７０９（２００４）.
２５１詳細な手続に関しては、See IRS Announcement２０００‐４,２０００‐３IRB３１７；IRS Announcement２００２‐６０,２００２‐２６IRB
２８.
２５２この表現については、Stein, supra note１５３, at１６７６を参考にした。
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